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児童扶養手当とは 
 
父母の離婚などで、父または母と生計を同じくしていない児童を監護・養育

している方に支給されるものです。 
なお、児童扶養手当の支給は、監護・養育されている児童が１８歳に達した

年度末【政令で定める障害のある児童の場合は２０歳（ただし、再認定の請求

が必要）】までです。 

手当を受けられる方は 

 
日本国内にお住まいで（住民基本台帳に記録されている外国人も含まれま

す。）、次のような児童（手当の対象となる児童）を監護しているお母さん、お

父さん（お父さんの場合は、生計を同じくしていることが必要）や養育してい

る祖父母、おじ、おば、きょうだいその他の方です。 
くわしくは、阿波市役所こども家庭センター　児童扶養手当担当へおたずね

ください。 
平成 26 年 12 月分から、児童扶養手当の支給対象とされなかった公的年金(例

えば、老齢年金・障害年金・遺族年金など)を受けている方(受けることができる

ようになった方も含みます。)について、年金の額に応じて、手当の額の一部が

支給(額に応じて全て支給停止の場合もあります)されます。 
 

 

手当の対象となる児童 

n 父母が離婚した児童 
n 父または母が死亡した児童 
n 父または母が政令で定める障害のある児童 
n 父または母が生死不明な児童 
n 父または母が１年以上遺棄している児童 
n 父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けた児童 
n 父または母が１年以上拘禁されている児童 
n 母が婚姻によらないで生まれた児童 
n 母が児童を懐胎したときの事情が不明である児童 
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手当の額は  
監護・養育している児童数に応じて、次のとおり支給されます。 
ただし、監護・養育している方や生計を共にしている方の所得（請求者が父

または母である場合は、児童の母または父からの養育費の８割の金額を含む。）

によっては手当額の一部または全部が停止される場合があります。 
 

（令和７年４月１日現在） 

注）児童加算額 2 人以降　全部支給:11,030 円  一部支給:11,020 円～5,520 円　　 
注）この額は､物価スライドの適用により､毎年変更になる予定です。     
　

 
児童数

手　当　月　額

 全部支給の方 　　　一部支給の方

 １人のとき ４６，６９０円 ４６，６８０円～１１，０１０円

 ２人のとき ５７，７２０円 ５７，７００円～１６，５３０円

 ３人のとき ６８，７５０円 ６８，７２０円～２２，０５０円

所得制限限度額（令和 6 年 11 月 1 日以降） 

 
(注)１　受給資格者の収入から給与所得控除等を控除し、養

育費の８割相当額を加算した所得額と上表の額を比
較して、全部支給、一部支給、支給停止のいずれかに
決定されます。 

　 ２　所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養
親族、特定扶養親族又は１６歳以上１９歳未満の控除
対象扶養親族がある場合には、上記の額に次の額を加
算した額となります。 

(１)本人の場合は、 
①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき 

１０万円 
　　　②特定扶養親族又は１６歳以上１９歳未満の控除対

象扶養親族１人につき　１５万円 
 

(２)孤児等の養育者、配偶者及び扶養義務者の場合は、
老人扶養親族１人につき　６万円 

　　 
 ３　扶養親族等が４人以上の場合には、１人につき３８

万円（扶養親族等が２の場合にはそれぞれ加算）を加
算した額となります。 

 
 
 

 
扶養親族
等の数　　

本　　人 孤児等の養育者、
配偶者、扶養義 
務者の所得制限 

限度額

 全部支給の
所得制限 
限度額

一部支給の
所得制限 
限度額

  
０人 
１人 
２人 
３人

　　　万円 
６９ 

　１０７ 
１４５ 
１８３

万円 
２０８ 
２４６ 
２８４ 
３２２

　　　　万円 
２３６ 
２７４ 
３１２ 
３５０

 
全部支給は、月額 46,690 円です。 
一部支給は所得に応じて月額 46,680 円から 11,010 円まで
10 円きざみの額です。具体的には次の算式により計算しま
す。 
 
手当額＝46,680 円－ 
　　　　　　　　　※１　　　　　　　※２ 
　　　（受給者の所得額－所得制限限度額）×0.0256619 
 

10 円未満四捨五入 
※１　収入から給与所得控除等の控除を行い、養育費の８割相当　　　

額を加算した額です。 
※２　所得制限限度額は、左記の表に定めるとおり、所得税法に規

定する扶養親族等の数に応じて額が変わります。 
※３　２人目以降加算月額 

＝11,020 円－（※１－※２）×0.0039568 
　　 
 

次の表は前述の算式を使って計算した扶養親族が
１人の場合（父または母と子ども１人の世帯）の
手当額の例です。 

 

 

 所得額（年額） 手当額（月額）

 １０７万円 ４６，６８０円

 １３０万円 ４０，７８０円

 ２４６万円 ０円（全部停止）
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手当を受けるための手続きは　　  

 
阿波市役所に認定請求書を提出してください。 
請求しないと、手当を受ける資格があっても手当は支給されません。 
請求に必要な認定請求書は、市役所にあります。 
また、この認定請求書以外にも書類が必要ですので、くわしくは市役所子育て支

援課児童扶養手当担当へおたずねください。 
 

手当を受けられる時期は 

 
提出された認定請求書を審査し、手当を受ける資格があると認められると、児童

扶養手当証書が交付され、請求された月（市役所で受け付けた月）の翌月分から手

当を受ける権利が発生します。 
手当は、２ヶ月分を毎年６回に分けて支給されます。 

（原則として、奇数月の１１日にそれぞれ支給されます。ただし、金融機関の休日

に当たるときは、直前の営業日になります。） 

手当を受けるようになった後は　　  

認定を受け、手当を受けるようになっても、次のような場合はすぐ市役所に届を

提出しなければなりません。 
届の用紙は市役所にあります。 

 
① 現況届 

受給者の方は、年に１回、毎年８月１日から８月３１日までの間に、市役所に提 
出しなければなりません。これは、あなたの受給状況を確認するためのもので、こ

の届を提出しなければ、手当は支給されません。また、この届を２年間提出しない

と自動的に手当を受ける資格を失いますので、注意ください。 
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② 手当の対象となる児童が増えたとき・・・・・・・・・・額改定（増額）請求書 
③ 手当の対象となる児童が減ったとき・・・・・・・・・・・・額改定（減額）届 
④ 受給資格がなくなったとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資格喪失届 
 
イ　受給者である父または母が婚姻した場合 

（内縁関係や同棲、生計を共にしているなど事実上婚姻関係にある場合も含み 
ます。） 

ロ　遺棄していた父または母から連絡・仕送りなどがあった場合 
ハ　刑務所に拘禁されている父または母が出所した場合（仮出所も含みます。） 
ニ　受給者である母の児童が父と生計を同じくするようになった場合や、受給者で 

ある父の児童が母と生計を同じくするようになった場合 
ホ　児童が入所施設に入った場合 
ヘ  父または母や父母に代わって養育している人が児童を監護・養育しなくなった 

　　　　 場合 
ト　児童が死亡した場合 
　上記以外にも受給資格がなくなる場合がありますので、受給資格がなくなったと

思ったらすぐ市役所にご相談ください。 
　なお、届出が遅くなって、手当の過払いがあったときは必ず返していただくこと

になります。 
 
⑤ 年金を受けることができるようになった場合・・公的年金給付等受給状況届・ 

証明書(実際に受けていなくても、受ける資格ができた場合や受けることができる

ようになったのに、受けていない場合も含みます。) 
⑥ 受給者が死亡したとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・受給者死亡届 
⑦ 氏名が変わったとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・氏名変更届 
⑧ 住所が変わったとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・住所変更届 
⑨ 手当を受ける金融機関が変わったとき・・・・・・・・・・支払金融機関変更届 
⑩ 受給資格を辞退したいとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・辞退届 

※受給者本人や扶養義務者の所得が制限限度額を下回る見込みがなく、手当が今

後も全部停止となる見込みの場合に限ります。 
辞退による資格喪失後、所得が制限額を下回った等の事由に該当しても手当は

支給されなくなります。また、児童扶養手当の認定が改めて必要となった場合は、

認定請求書及び必要書類を再度提出していただく必要があります。 
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お問い合わせ・ご相談は　　　　  

 
阿波市役所こども家庭センター児童扶養手当担当へお気軽にどうぞ。 

問い合わせや相談の内容は、秘密が守られますので、ご心配ありません。 

その他　　　　　　　　　　　　 

 
① 事実を偽ったり、不正の手段により手当を受けた場合は、３年以下の懲役または

３０万以下の罰金に処せられます。（児童扶養手当法） 
② 手当を受ける権利を他人に譲り渡したり、担保にしたりすることはできません。 
③手当を受給して５年を経過する方や手当の支給要件に該当するに至った日から７

年を経過する方（養育者を除きます。）は、就業や求職活動の状況などがわかる書

類の届出が必要です。 
 

県や市では、母子家庭の母や父子家庭の父の就労・自立を支援する為に「ひとり

親家庭自立支援給付金事業」や「母子・父子自立支援プログラム策定事業」など

を実施しています。詳しくは「ひとり親家庭のしおり」をご覧いただくか、阿波

市家庭児童相談室までお問い合わせ・ご相談ください。 
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